
	施  設

住　所
	 　　　　　　都道　　　　　　市　　　　　　区町　　　　　　番地

 　　　　　　府県　　　　　　郡　　　　　　村
	 　　公　立

 　　私　立

 　　公設民営

	施設名
	
	 設立年月日
	 明・大・昭・平　　　　年　　月　　日

（西暦：　　　　　　　）

	施設の設置市町村の概要

平成29年 
4月1日 
現在 


	　　　　　　　市・区・町・村　　人口　　　　　　　人
保育所数　公立（　　　　）　私立（　　　　）　公設民営（　　　　）　計（　　）

認定こども園数

幼保連携型

保育所型

幼稚園型

地方裁量型

公 立


私 立

①施設設置地域の概要（立地、産業構造、家族形態）[80字程度]

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
②施設の特色（保育理念、重点事業）[80字程度]

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
③施設設置地域の福祉課題と施設の取り組み[80字程度]

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	施設について

平成29年 
4月1日 
　     現在


	区分：保育所／認定こども園(幼保連携型・保育所型)／小規模保育事業(Ａ型・Ｂ型・Ｃ型)/その他(　　　)

	
	 職員数：　　名　職員の職種および職員数内訳については、詳しくご記入ください。
所長(園長)

　　　名

養護教諭
名
副所長(副園長)
　　　名

看護師
　　　名

主任保育士・主幹保育教諭
名
栄養士(栄養教諭含む)
　名

保育士・保育教諭　(うち常勤)
(うち非常勤)
　　　名

調理員
　　　名

　　　名

事務員

　　　名



	
	 定　員：　　　名 ／現　員：　　　名
	充足率：　　　％ 
	 　児童数
および担当保育士・保育教諭数

0歳児　　名　　　　　 　　名
  1〃　 　　名　　　〃　　　名
  2〃　 　　名　　　〃　　　名
  3〃　 　　名　　　〃　　　名
  4〃　 　　名　　　〃　　　名
  5〃　 　　名　　　〃　　　名
 合計　 　　名　　　〃　　　名


	
	 児童数の推移(過去3年間)：増加傾向　・　減少傾向　・　増減なし
	

	
	特別保育または、地域子ども子育て支援事業等の実施：有　無
	

	
	【地域子ども・子育て支援事業】

□利用者支援　□地域子育て支援拠点　□妊婦健康検査　□一時預かり

□乳児家庭全戸訪問　□養育支援訪問　□子育て短期支援　□延長保育

□ファミリー・サポート・センター　□実費徴収に係る補足給付

□病児保育　□放課後児童クラブ　□多様な事業者の参入促進・能力活用
	

	研究の

ねらい

※論文の冒頭
頁に掲載し
ます。
	①研究の目的（100字程度）
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

②研究の動機（100字程度）
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
③研究のすすめ方（100字程度）
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 


個人票　　　　　＊この内容は研究紀要に掲載します
	施 設住所
	 　　○○○　県　　×××　市　　△△△　町　　11　番地　　1　号
	 　　私　立

	施設名
	社会福祉法人△□×　○○○　保育所
	 設立年月日
	 　　　昭和　49年　6月　28日

	施設の設置市町村の概要

平成29年 
4月1日 

現在 


	　　××　　市　　　人口　　　○○○　　人
保育所数　公立（　　5　　）　私立（　　3　　）　公設民営（　　2　　）　計（　10　）

認定こども園数

幼保連携型

保育所型

幼稚園型

地方裁量型

公 立

1
1
0
1
私 立

2
1
1
0
①施設設置地域の概要（立地、産業構造、家族形態）[80字程度]

　××市は工業の盛んな○○地方の中心地である。近年、産業構造が変化し、園を取り巻く環境も急変した。子どもにとって直接体験できる自然環境が減少し、地域の人間関係も希薄化してきた。
②施設の特色（保育理念、重点事業）[80字程度]

　乳幼児の心身ともに健やかな成長を保障することを理念とし、きめ細やかな保育を行っている。
③施設設置地域の福祉課題と施設の取り組み[80字程度]

　少子高齢化と核家族化が進む中、地域社会と子育て世代をつなぐため、地域で様々な行事を行っている。

	 施設について

平成29年 
4月1日 
　      現在


	区分：　　幼保連携型認定子ども園 

	
	 職員数：　26名　職員の職種および職員数内訳については、詳しくご記入ください。
所長(園長)

　　　1　名

養護教諭
1　名
副所長(副園長)
1　名　　　

看護師
　　　0　名

主任保育士・主幹保育教諭
2  名
栄養士(栄養教諭含む)
　2　名

保育士・保育教諭　(うち常勤)
(うち非常勤)
13　名

調理員
　　　1　名

　　　3　名

事務員

　　　2　名



	
	 定　員：　150　名 ／現　員：　162　名
	充足率：　108　％ 
	 　児童数

および担当保育士・保育教諭数

0歳児  10名　　　　　 　4名
  1〃　 　15名　　　〃　　3名
  2〃　 　20名　　　〃　　4名
  3〃　 　35名　　　〃　　2名
  4〃　 　42名　　　〃　　2名
  5〃　 　40名　　　〃　　2名

障害児担当(加配)保育士　1名
  合計　 162名　　　〃 　18名

	
	 児童数の推移（過去3年間）：増加傾向
	

	
	地域子ども子育て支援事業の実施：有　
	

	
	【地域子ども・子育て支援事業】

□利用者支援　□地域子育て支援拠点　□妊婦健康検査　■一時預かり

□乳児家庭全戸訪問　□養育支援訪問
■子育て短期支援　■延長保育　□ファミリー・サポート・センター　
□実費徴収に係る補足給付□病児保育　□放課後児童クラブ　
□多様な事業者の参入促進・能力活用
	

	研究の

ねらい

※論文の冒頭
頁に掲載し
ます。
	①研究の目的（100字程度）
  　地域社会との交流関係をより強化し、子育ての基盤である家庭をも補強していく役割を担うための、

  保育所の活動実践のあり方を探る。

②研究の動機（100字程度）
  　少子高齢化を背景に、核家族化が進み、人間関係の希薄化が指摘される中、保育所は、地域の子育て支援拠点として地域社会と子育て世代をつなぐ役割が期待されている。これまでの活動実践を検証することで、地域社会におけるより充実した子育て支援の活動実践について探りたい。
③研究のすすめ方（100字程度）
  　アンケート調査の実施(高齢者への聞き取り調査)や行事(離乳食講習会・舞踊教室・工作教室)の実践についての評価と分析を行い、地域の高齢者および子どもと保護者のかかわりのあり方を考え、それぞれのニーズに合わせた行事の持ち方を工夫し、実践していくことにつなげていく。


別紙６











計(　　　　)





個人票　　　　　＜　記　入　例　＞





計(　　7　　)





担当保育士数合計と上記職員数欄の保育士合計数を一致させてください。





実施している事業に


チェックをつけてください。








注）「保育を高める実践研究の手引き」を参考にして記載してください。

